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１ 空港の特徴等 

1.1 地理的特性等 

花巻空港は、岩手県の県庁所在地である盛岡市から南方約 30km の県中央部の花巻

市にあり、西に奥羽山脈、東には北上高地の山並みが連なる肥沃な北上平野に位置

し季節ごとに変化に富んだ自然風景が広がる美しいまちに立地している。 

道路網としては、東北縦貫自動車道、東北横断自動車道（釜石～秋田線）、国道４

号があり、鉄道網としては東北新幹線、ＪＲ東北本線、ＪＲ釜石線など県内の一大

交通拠点地域を形成している。  

花巻市は、豪雪地帯対策特別措置法に基づく豪雪地帯に指定されており、冬場は

12 月から３月に降雪があり、積雪量は岩手県内でも比較的多い地域となる。  

 

1.2 空港の利用状況 

把握可能な最新年度である 2022 年度における空港の利用状況を示す。  

乗降客数は 380,706 人（国内線 380,706 人、国際線 0 人）※１、航空貨物は 149

トン（国内線 149 トン、国際線 0 トン）、定期便とチャーター便の離着陸回数は

8,988 回（国内線 8,988 回、国際線 0 回）※２であった。国内線は、航空会社２社

が乗入れ大阪や名古屋路線をはじめ５都市へ日 13 便が運航している。 

なお、2022 年度は新型コロナウイルスの影響を受けており、後述の 2.2 温室効果

ガス排出量の算出においては 2019 年度を現状とみなしていることから、これに対応

する 2019 年度における空港の利用状況を参考に示す。  

乗降客数は 485,002 人（国内線 441,712 人、国際線 43,290 人）※１、航空貨物

は 158 トン（国内線 158 トン、国際線 0 トン）、定期便とチャーター便の離着陸回数

は 8,968 回（国内線 8,602 回、国際線 366 回）※２であった。国内線は、航空会社

２社が乗入れ大阪や名古屋路線をはじめ４都市へ日 12 便が、国際線は２社が乗入れ、

台北及び上海へ週４便が運航している。 

 

   ※１  岩手県ふるさと振興部交通政策室調べ  

   ※２  岩手県花巻空港事務所調べ  
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1.3 空港施設等の状況 

花巻空港は、表１のとおり、172ha の敷地に 2,500m×45m 滑走路をはじめとする

様々な施設を有している。 

 

表１ 主な空港施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 空港施設にかかる主な沿革  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1964 年(S39.2.15) 開港（滑走路長 1,200m） 

1983 年(S58.3.1) 2,000ｍ滑走路供用開始 

二代目ターミナルビル(現花巻市交流会館)完成 

2005 年(H17.3.17) 2,500ｍ滑走路供用開始 

2009 年(H21.4.9) 新ターミナルビル完成 

2011 年(H23.7.28) 平行誘導路供用開始 

国際線チェックインカウンター施設（現在は国内

線施設として利用）増築 

2016 年(H28.4.12) 国際線旅客取扱施設等増築  

 

空港敷地面積 172ha  

滑走路 １本（2,500m×45m） 

誘導路 延長 2,910m 

幅 23m、28.5m、30m、34m 

エプロン 81,093m 2  

B- 7 47 級 1 バース 

B-767 級 1 バース 

B-737 級 2 バース 

リージョナルジェット用 1 バース 

小型機用 19 バース 

旅客取扱施設 旅客ターミナルビル 4,849.51m 2  

その他施設 管制塔・管理庁舎、電源局舎、消防車庫、  

駐車場、オイルターミナル、格納庫、  

除雪車庫、気象庁測候所、防災航空センター  
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1.4 関連する地域計画での位置付け 

岩手県が策定した「いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプラン—政

策推進プラン—（2023 年３月）」や「岩手県環境基本計画（計画期間：2021～2030

年度）（2023 年３月）」、「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（2023 年３月

改訂)」において、地球温暖化防止に向け、脱炭素社会の形成を進めることとしてい

る。 

なお、「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（2023 年３月改訂)」では、計画

の目標として、「2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比 57％削減」、部門

別の目標として、業務部門※３で「2013 年度比 60％削減」を掲げている。 

また、「岩手県環境基本計画（計画期間：2021～2030 年度）（2023 年３月）」

では、今後の環境施策の展開の基本的な方向として、「「温室効果ガス排出量の

2050 年実質ゼロ」を目指した取組の推進」が示されている。  

また、花巻空港は、「岩手県地域防災計画（本編）」において、県内で発生する大

規模災害に対応する機能が集約された全県拠点である「広域支援拠点」に位置付けら

れている。 

 

※３  ５部門に分類されており、空港業務は「業務部門」となる。  

 

 

 

 〇目指す姿  

  省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する  

豊かな生活と持続可能な脱炭素社会  

〇目標【2 0 3 0 年度】  

  温室効果ガス排出削減割合（2 01 3 年度比）57％  

再生可能エネルギー電力自給率  6 6％  

森林吸収量 1 , 4 16 千トン  

 

 

 

 

 

〇温室効果ガス削減量（部門別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （第２次岩手県地球温暖化対策実行計画 [ 2 0 2 3 年３月改訂版 ]（岩手県）から引用）  

【参考】第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（20 23 年３月改訂 )  
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〇今後の環境施策の展開の基本的な方向  

(1 )  環境・経済・社会の一体的な向上  

環境・経済・社会の複合的課題を解決するため、従来の分野別の環境施策に加え、環境分野

を超えた他の分野と連携した分野横断的な施策体系を設定  

(2 )  環境を通じた「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）の達成  

S D G s は環境との関わりが深く、一見、環境と関わりが薄いゴールにも環境が大きく関係。

S D G s の考え方を活用し、環境施策を通じて、県民の幸福を次世代に引き継ぎ、持続可能な社

会を岩手から実現  

(3 )  「温室効果ガス排出量の 2 05 0 年実質ゼロ」を目指した取組の推進  

気候変動対策は持続可能な開発の達成を左右する重要な要素。将来の気候変動リスクを回

避・軽減するため、温室効果ガス排出量の 20 50 年実質ゼロを目指し、世界の脱炭素化に地域

から貢献するとともに、持続可能な社会の実現に寄与  

 

 

  

【参考】岩手県環境基本計画（計画期間：20 21～2 0 30 年度）（2 02 3 年３月）  

（岩手県環境基本計画の概要（岩手県）から引用）  



 

5 

 

２ 基本的な事項 

2.1 空港脱炭素化推進に向けた方針 

空港管理者の花巻空港事務所をはじめとする花巻空港関係事業者が一体となって、

空港施設等からの CO2 排出削減に係る取組や再生可能エネルギーを導入することに

より、花巻空港の脱炭素化を推進する。  

 

2.2 温室効果ガスの排出量算出 

2013 年度及び現状における空港施設及び空港車両からの温室効果ガス排出量につ

いては、各施設等の管理者へヒアリングを行い、排出量を算出した。なお、新型コ

ロナウイルス感染症による需要低下の影響を踏まえた最新の情報が得られる時点と

して、2019 年度を現状とし、本空港は、メタン、一酸化窒素及びフロン等の排出量

は少ないと考えられるため、空港脱炭素化推進のための計画策定ガイドライン（国

土交通省航空局）（以下「ガイドライン」という。）に従い、本計画における温室

効果ガスは CO2 のみを対象とした。 

 

表３ 空港施設等からの温室効果ガス排出量  

 

 

 

 

 

  

区分  
温室効果ガス排出量  

2 0 1 3 年度  現状 ( 2 0 1 9 年度 )  

空港施設  1 , 3 7 5 トン  1 , 2 8 2 トン  

空港車両  6 8 トン  6 3 トン  

計  1 , 4 4 3 トン  1 , 3 4 5 トン  
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  表４ 空港施設等からの温室効果ガス排出量（事業者別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※４  空港ターミナルビルを使用している事業者の温室効果ガス排出量は岩手県空港ターミナル  

  ビル㈱に含む。  

  

区分  事業者  
C O 2 排出量  

( 2 0 1 3 年度 )  

C O 2 排出量  

( 2 0 1 9 年度 )  

空港施設  照明、空調等  岩手県空港ターミナルビル㈱※４  8 3 2 トン  8 3 0 トン  

  東邦航空㈱花巻事業所  1 3 トン  7 トン  

  弘済企業㈱花巻営業所  1 2 トン  1 4 トン  

  岩手県防災航空センター  2 8 トン  3 3 トン  

  
岩手県警察本部警備部警備課  

警察航空隊  
1 1 トン  8 トン  

  ㈱パスファインダー  9 トン  6 トン  

  
国土交通省東京航空局  

花巻空港出張所  
1 4 5 トン  1 1 7 トン  

  気象庁仙台航空測候所  2 0 トン  1 2 トン  

  岩手県花巻空港事務所  8 1 トン  7 9 トン  

 航空灯火  岩手県花巻空港事務所  2 2 4 トン  1 7 6 トン  

空港車両  G S E 等  東邦航空㈱花巻事業所  1 トン  1 トン  

  日本航空㈱花巻空港所  1 2 トン  1 3 トン  

  
㈱エスエーエス  

いわて花巻空港事業所  
4 トン  3 トン  

  弘済企業㈱花巻営業所  7 トン  3 トン  

  ㈱宮澤商店航空給油部  1 トン  1 トン  

  岩手県防災航空センター  5 トン  4 トン  

  
岩手県警察本部警備部警備課  

警察航空隊  
3 トン  3 トン  

  気象庁仙台航空測候所  0 . 2 トン  0 . 2 トン  

  岩手県花巻空港事務所  3 5 トン  3 4 トン  
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2.3 目標及び目標年次 

本計画における目標及び目標年次は以下のとおりとする。  

なお、今後、花巻空港の整備計画、岩手県環境基本計画等の関連する計画の見直

し並びに各取組に係る状況変化及び技術の進展等を踏まえ、必要に応じて目標を見

直す。 

 

(1) 2030 年度における目標 

本空港における空港の施設・空港車両等からの CO2 排出量を「第２次岩手県地

球温暖化対策実行計画（ 2023 年３月改訂 )」の空港業務に該当する部門の目標で

ある 2013 年度比で 60％以上削減することを目指し、空港ターミナルビルの省エ

ネルギー化、航空灯火の LED 化等に取り組む。 

これにより、2030 年度までに花巻空港における空港施設等からの温室効果ガス

排出量 1,443 トン/年（2013 年度）及び 1,345 トン/年（現状）を 866 トン/年

（2013 年度比及び現状比それぞれ 60％及び 64％）削減する。 

なお、2030 年度の乗降客数は 562,000 人（国内線 510,000 人、国際線 52,000

人）、離着陸回数は 9,930 回（国内線 9,490 回、国際線 440 回）を想定しており、

基本的な電力の排出係数は、第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（2023 年３月

改訂)と適合するため、2030 年度推計値を使用する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 
温室効果ガス削減量  2 0 1 3 年度比  

現状比  

( 2 0 1 9 年度比 )  

空港施設に係る取組  3 1 1 トン /年  2 2％  2 3％  

再生可能 エネルギ ーの 導入促進に

係る取組  
5 5 5 トン /年  3 8％  4 1％  

合計  8 6 6 トン /年  6 0％  6 4％  

 

表５ 温室効果ガス削減量  

2 0 1 3 年度比及び現状比は、いずれも空港施設・空港車両からの温室効果ガス排出量に対する比率 



 

8 

 

(2) 2050 年度における目標 

2050 年度までの花巻空港の脱炭素化に向けて、引き続き、空港施設等の CO2 排

出削減策として、空港ターミナルビルのさらなる省エネルギー化、空港車両の

EV・FCV 化や、再エネ等の導入等の実施を検討する。 

これにより、2050 年度までに本空港における空港施設・空港車両からの CO2 排

出量 1,443 トン/年（2013 年度）及び 1,345 トン/年（現状）を 1,433 トン/年

（2013 年度比及び現状比それぞれ 100％及び 107％）削減し、「花巻空港におけ

る温室効果ガス排出量の 2050 年実質ゼロ」を目指す。  

なお、2050 年度の乗降客数は 562,000 人（国内線 510,000 人、国際線 52,000

人）、離着陸回数は 9,930 回（国内線 9,490 回、国際線 440 回）を想定している。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 
温室効果ガス削減量  2 0 1 3 年度比  

現状比  

( 2 0 1 9 年度比 )  

空港施設に係る取組  3 8 7 トン /年  2 7％  2 9％  

空港車両に係る取組  6 8 トン /年  5％  5％  

再生可能 エネルギ ーの 導入促進に

係る取組  
9 8 8 トン /年  6 8％  7 3％  

合計  1 , 4 4 3 トン /年  1 0 0％  1 0 7％  

 

表６ 温室効果ガス削減量  

2 0 1 3 年度比及び現状比は、いずれも空港施設・空港車両からの温室効果ガス排出量に対する比率  
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2.4 空港脱炭素化を推進する区域 

花巻空港の航空写真に、2030 年度及び 2050 年度における目標を達成するために

行う取組の想定実施場所を示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    空港施設の取組    再エネの取組    航空灯火の取組 

       2030 年度における目標を達成するために行う取組の実施場所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    空港施設の取組    空港車両の取組    再エネの取組 

        2050 年度における目標を達成するために行う取組の実施場所  

 

2.5 検討・実施体制及び進捗管理の方法 

本計画は、空港法第 26 条第１項の規定に基づき組織した花巻空港脱炭素化推進協

議会（2022 年 12 月 20 日設置）の意見を踏まえ、岩手県が策定したものである。 

今後、同協議会を定期的（年 1 回）に開催し、本計画の推進を図るとともに、本計

画の進捗状況を確認するものとする。また、評価結果や、政府の温室効果ガス削減

目標、脱炭素化に資する技術の進展等を踏まえ、岩手県は適時適切に本計画の見直

しを行う。 

表７ 各取組の実施主体 

 

 

 

 

 

  

取  組  実施主体  

空港施設等の  

C O 2 排出量削減  

岩手県空港ターミナルビル㈱  

岩手県花巻空港事務所  

空港車両の  

C O 2 排出量削減  

空港車両を所有している  

空港内事業者※５  

再生可能エネルギー

の利用推進  

空港施設を管理している  

空港内事業者※６  

 ※５「表４  空港施設等からの温室効果ガス排出量（事業者別）」  
において、空港車両に区分している事業者  

※６「表４  空港施設等からの温室効果ガス排出量（事業者別）」  
において、空港施設に区分している事業者  
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表８ 花巻空港脱炭素化推進のための協議会の構成員  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6 航空の安全の確保 

本計画では、再生可能エネルギー等の導入に際し、以下の安全対策を検討する。  

 

表９ 花巻空港脱炭素化推進における安全対策 

 

空港関係事業者  岩手県空港ターミナルビル㈱  

 日本航空㈱  

 ㈱フジドリームエアラインズ  

 タイガーエア台湾日本総代理店  

 中国東方航空新潟支店  

 東邦航空㈱花巻事業所  

 日本通運㈱仙台支店  

 ㈱エスエーエスいわて花巻空港事業所  

 弘済企業㈱花巻営業所  

 ㈱宮澤商店航空給油部  

 岩手県交通㈱  

 東日本交通㈱  

 花巻空港レンタカー協議会  

 花巻地区タクシー業協同組合  

 青森千代田㈱  

 ㈱セノンみちのく支社  

 ㈱パスファインダー  

関係事業者  東北電力㈱  

行政機関  岩手県防災航空センター  

 岩手県警察本部警備部警備課警察航空隊  

 国土交通省東京航空局花巻空港出張所  

 気象庁仙台管区気象台  

 財務省函館税関釜石税関支署  

 法務省仙台出入国在留管理局盛岡出張所  

 農林水産省動物検疫所北海道・東北支所仙台空港出張所  

 農林水産省横浜植物防疫所塩釜支所  

 厚生労働省仙台検疫所花巻空港出張所  

地方公共団体  花巻市商工観光部観光課  

 岩手県ふるさと振興部交通政策室  

 岩手県花巻空港事務所  

 岩手県県土整備部港湾空港課  

 

取  組  安全確保の方針  
太陽光発電  太陽光発電設備の安全性や保安対策等について関連法令を遵守

するとともに、空港脱炭素化のための事業推進マニュアルを踏ま

え対策を検討する。  
水素ステーションの  
設置  

高圧ガス保安法及び省令の技術基準を遵守し、水素漏洩防止と

早期検知、漏洩した場合の滞留防止や引火防止、火災時の影響軽

減等の対策を実施する。  
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３ 取組内容、実施時期及び実施主体 

2.3 に掲げた 2030 年度及び 2050 年度における目標を達成するために実施する取組

の概要は、表 10 に示すとおりであり、3.1 以降に取組の詳細を示す。  

なお、これらの取組内容は、各取組に係る状況変化及び技術の進展等を踏まえ、必

要に応じて取組内容の詳細化や見直しを行う。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 空港施設に係る取組 

(1) 空港建築施設の省エネ化 

（現状） 

本空港においては、管制塔、庁舎等の国土交通省東京航空局が所有する建築施

設、電源局舎や除雪車庫等の県が所有する建築施設及び旅客ターミナルビル、格

納庫等といった事業者が所有する建築施設がある。  

2013 年度及び現状（2019 年度）におけるこれら空港建築施設等からの CO2 排

出量は、それぞれ 1,375 トン/年及び 1,282 トン/年であり、主な排出源は電力

である。 

（2030 年度までの取組） 

旅客ターミナルビルでは、夏季期間における暑さ対策として、固定橋（コンコ

ース）内のガラス面に「遮熱タイプ」のロールスクリーンを設置する。  

また、館内照明設備の LED 化を推進し、2030 年度末迄には館内照明の LED 化

を図る。 

これにより、2030 年度までに温室効果ガス排出量を 123 トン/年（2013 年度

比９％）削減する。 

 また、旅客ターミナルビル以外の空港施設の管理者においても、照明の LED 化

を検討し推進する。 

（2050 年度までの取組） 

各種空調設備・機器の更新時に、高効率な空調設備の導入などによる省エネル

ギー化を検討する。 

 

  

 

 

 

 

  

取組  取組内容  
温室効果ガス削減量  

2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

空港施設に係る取組  
空港建築施設の省エネ化  1 2 3 トン  1 9 9 トン  

航空灯火の L E D 化  1 8 8 トン  1 8 8 トン  

空港車両に係る取組  空港車両の E V・ F C V 化等  0 トン  6 8 トン  

再生可能エネルギーの

導入促進に係る取組  

再エネ電力利用の推進  5 5 5 トン  1 9 6 トン  

太陽光発電設備等の導入  0 トン  7 9 2 トン  

計   8 6 6 トン  1 , 4 4 3 トン  

 

表 10 取組の実施による温室効果ガス削減量  

対象施設  取組内容  実施主体  実施時期  削減効果  

旅客  

ターミナルビル  

照明 L E D 化  

( 2 0 3 0 年度 1 0 0％）  

岩手県空港  

ターミナルビル㈱  

岩手県  

花巻空港事務所  

2 0 3 0 年度まで  

1 2 0 トン  

固定橋暑さ対策  3 トン  

 

表 11 各施設における省エネ化の実施主体及び実施時期等  
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(2) 航空灯火の LED 化 

（現状） 

2011 年７月に平行誘導路が供用開始されていることから航空灯火の約 30％が

2013 年以前に LED 化されている。 

（2030 年度までの取組）  

花巻空港事務所は、LED 灯火の整備を進めることにより、 2030 年度までに全て

の航空灯火を LED 化する。 

これにより、2030 年度までに温室効果ガス排出量を 188 トン/年削減する。 

 

表 12 航空灯火の LED 化の実施主体及び実施時期等  

 

 

 

  

対象施設  取組内容  実施主体  実施時期  削減効果  

航空灯火  照明 L E D 化  
岩手県  

花巻空港事務所  
2 0 3 0 年度まで  1 8 8 トン  
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3.2 空港車両に係る取組 

(1) 空港車両の EV・FCV 化等 

（現状） 

 現在、空港で使用している車両は表 13 のとおり。なお、EV・FCV 車両は使用

していない。 

 なお、2013 年度及び現状（2019 年度）における空港車両からの CO2 排出量は、

それぞれ 68 トン/年及び 63 トン/年である。 

 

表 13 花巻空港で使用している車両一覧  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社名 車種 台数 備考

トーイングカー ２台 １台は地上動力装置（GPU）併設

トーイングトラクター ７台

ベルトローダー ２台

除雪車 １台

フォークリフト １台

エアスターターユニット １台

パッセンジャーステップ車 １台

トーイングトラクター １台

連絡車 １台

トーイングカー １台

トーイングトラクター ３台

除雪車 １台

連絡車 １台

弘済企業㈱花巻営業所 レフューラー ４台

タンクローリー ２台

トラック １台

化学消防自動車 ３台 （所有者：花巻空港事務所）

トラック ２台 （所有者：花巻空港事務所）

連絡車 １台 （所有者：花巻空港事務所）

トーイングトラクター １台

電源装置 １台

トラック １台

連絡車 １台

トーイングトラクター １台

電源車 １台

国土交通省東京航空局花巻空港出張所 連絡車 １台

気象庁仙台航空測候所 連絡車 １台

除雪車 17台

摩擦係数測定車 ３台

ラバトリーカー １台

トーイングカー １台

ハイリフトローダー １台

ベルトローダー １台

デアイシングカー １台

給水車 １台

連絡車 ８台

78台合　計

岩手県防災航空センター

岩手県警察本部
警察航空隊

岩手県花巻空港事務所

日本航空㈱花巻空港所

東邦航空㈱花巻事業所

㈱エスエーエス
いわて花巻空港事業所

㈱宮澤商店航空給油部

青森千代田㈱
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（2050 年度までの取組） 

今後における空港車両の EV・FCV の開発動向を踏まえ、車両の更新時期を見な

がら導入に向け EV・FCV 化等（バイオ燃料等への燃料転換を含む）を検討する。  

なお、検討にあたっては、車両における温室効果ガス排出量のゼロを目指す。  

また、これに伴い充電設備や水素ステーションの整備についても検討する。  

 

3.3 再生可能エネルギーの導入に係る取組 

(1) 再生可能エネルギー電力利用の推進 
（2030 年度までの取組） 

花巻空港における年間電力需要に対応するために、水力・風力・太陽光及びバ

イオマス発電等による温室効果ガス排出係数が低い電力の購入等、再生可能エネ

ルギーに由来する電力の利用を推進する。 

 

表 14 再生可能エネルギー電力利用の実施主体及び実施時期等  

 

 

 

 

(2) 太陽光発電設備等の導入 

（2050 年度までの取組） 

2050 年度に向けて、次世代太陽光発電設備等の開発動向を踏まえ、省エネル

ギー対策後の電力、更なる空港電力需要の増加及び空港車両の電動化状況に応じ

て必要となる電力量等を見定め、太陽光発電設備等の導入を検討する。 

また、太陽光発電設備等の導入に合わせて、蓄電池の活用も検討する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

2050 年度までに導入の可能性のある用地  

 

3.4 横断的な取組 

(1) 地域連携・レジリエンス強化 

太陽光発電設備等を導入する際は、地域連携及びレジリエンス強化として、災

害時に空港周辺地域に供給する等の取組を検討する。  

 

対象施設  取組内容  実施主体  実施時期  削減効果  

全施設  
再生可能エネルギー  

電力利用  
空港内事業者  2 0 3 0 年度まで  5 5 5 トン  
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(2) 意識醸成・啓発活動等 

花巻空港脱炭素化推進協議会を通し、他空港の脱炭素化に係る取組を共有し、

環境意識の向上に取り組む。  

更に、花巻空港の脱炭素化への取組の広報や空港脱炭素化に係るポスターの掲

示の実施など、空港利用者の認知度を高める方法を検討していく。   
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3.5 ロードマップ 

    3.1 から 3.4 に記載した取組毎に、実施主体及び実施時期をロードマップとして示す。  

 

表 15 花巻空港の脱炭素化に係るロードマップ  

取組内容   2 0 2 2 年度  2 0 2 3 年度  2 0 2 4 年度  2 0 2 5 年度  ～ 2 0 3 0 年度  ～ 2 0 5 0 年度  

空港施設  旅客ターミナルビル等  

 

      

 航空灯火  

 

      

空港車両  E V ・ F C V 化等  

 

      

再生可能  

エネルギー  

再生可能エネルギー  

電力利用の推進  

      

 太陽光発電設備等  

 

      

横断取組  地域連携・レジリエンス強化  

 

      

 

順次 L E D 化  

利用の推進  

開発動向を  

踏まえ検討  

高効率設備導入検討  順次 L E D 化・施設改良  

開発動向を  

踏まえ検討  

太陽光発電設備等の  

整備に合わせ検討  

導入スキーム等の  

検討  
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（別紙１） 

 

表４ 空港施設等からの温室効果ガス排出量（事業者別）の算出方法 

＜温室効果ガス排出量の算出方法＞  

①空港施設  

空港内の全ての施設（旅客ターミナルビル、貨物上屋、庁舎・管制塔、無線施設・気象施設

等、格納庫、駐車場、熱供給施設、事務所等の空港建築施設及び航空灯火）を対象として算出す

る。  
対象とする施設及び建築施設内の活動においてエネルギー（電力、燃料）を消費している全て

の事業者のエネルギー使用量をアンケート調査にて把握し、下図の算出フローのとおり排出量を

算出する。  
排出量算出に用いる排出係数のうち、電力の排出係数については、東北電力㈱の排出係数を使

用することを基本とし、既に公表済みとなっている各年度における実績の排出係数を用いる。ま

た、燃料の排出係数については、環境省より公表されている数値（温室効果ガス算定・報告・公

表制度における算定方法・排出係数一覧）を使用する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  空港施設からの C O 2 排出量算出フロー  

 

表 1 6  主な排出係数一覧（空港施設、空港車両）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：電力の排出係数は、環境省の温室効果ガス排出量  算定・報告・公表  

制度「電気事業者別排出係数一覧」より、 2 0 1 3 年度は「平成 2 7 年  

提出用・ 2 0 1 3 年度実績」の東北電力㈱の実排出係数、 2 0 1 9 年度は  

「令和３年提出用・令和１年度実績」の東北電力㈱の基礎排出係数  

燃料の排出係数は、環境省の温室効果ガス排出量  算定・報告・公表  

制度「算定方法・排出係数一覧」  

 

 

 

 

燃料種別年間消費量【Ａ】  

燃料種別 C O 2 排出係数【Ｂ】 

燃料種別年間 C O 2 排出量【Ｃ】  

Ｃ＝Ａ×Ｂ  

空港施設からの年間 C O 2 排出量【Ｄ】  

Ｄ＝ΣＣ  

排出活動  区分  単位  排出係数  

電力の使用  2 0 1 3 年度  t - C O 2 / k W h  0 . 0 0 0 5 9 1  

2 0 1 9 年度  t - C O 2 / k W h  0 . 0 0 0 5 1 9  

燃料の使用  ガソリン  t - C O 2 / k L  2 . 3 2  

 軽油  t - C O 2 / k L  2 . 5 8  

灯油  t - C O 2 / k L  2 . 4 9  

Ａ重油  t - C O 2 / k L  2 . 7 1  

Ｂ･Ｃ重油  t - C O 2 / k L  3 . 0 0  

液化石油ガス  t - C O 2 / t  3 . 0 0  

液化天然ガス  t - C O 2 / t  2 . 7 0  

原料炭  t - C O 2 / t  2 . 6 1  

一般炭  t - C O 2 / t  2 . 3 3  
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②空港車両  

主に空港内で運用している車両（管理車両、消防車・除雪車等の特殊車両、 G S E、事業者業務用

車両等）を対象として算出する。  

対象とする車両によるエネルギー使用量（ガソリン、軽油、電気等）をアンケート調査にて把

握し、排出量を算出する（算出フローは基本的に空港施設の場合と同じ）。  

排出量算出時に用いる係数については、「表 1 6  主な排出係数一覧（空港施設、空港車両）」を

参照。  

なお、オイルタンクからレフューラー（航空機給油車）での燃料の運搬による C O 2 排出量は、

経済産業省の「貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量の算定の方法」

に基づいて算出する。  

 

 〔貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量の算定の方法〕  

４  トンキロ法において、貨物輸送量とエネルギーの使用量との関係を示す数式として適切と  

認められるものは、貨物輸送量に次に掲げる貨物輸送量当たりの燃料使用量を乗じるものを  

いう。  

( 1 )  貨物自動車で貨物を輸送する場合であって、かつ、貨物輸送事業者に輸送させる貨物

の重量を貨物自動車の最大積載量で除して得た率（以下「積載率」という。）を把握して

いる場合には、次に掲げる数式に基づいて算出される貨物輸送量当たりの燃料使用量を乗

じるものをいう。  

⑦  軽油を燃料とする貨物自動車であって、燃費（基準エネルギー消費効率）を把握でき

ないものにあっては次の式で算定する。  

x = 1 5 . 0 / ( y / 1 0 0 ) 0 . 8 1 2 / z 0 . 6 5 4  

これらの式において、 x、 y 及び z は、それぞれ次の数値を表すものとする。  

x：貨物輸送量当たりの燃料使用量（単位  L／ t・ k m）  

y：積載率（単位  ％）  

z：貨物自動車の最大積載量（単位  k g）  

出典：経済産業省  

 

【参考】電力の排出係数（東北電力）の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：第２次岩手県地球温暖化対策実行計画 [ 2 0 2 3 年３月改訂版 ]（岩手県）  
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表 11 各施設における省エネ化の実施主体及び実施時期等  

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

①照明 L E D 化による削減量  

削減量〔 t〕 =（照明 L E D 化未実施部分の電力量〔 k W h〕 -照明 L E D 化後の電力量〔 k W h〕）  

×排出係数〔 t - C O 2 / k W h〕  

 

②ロールスクリーン設置による削減量  

削減量〔 t〕 =メーカー温室効果ガス削減量参考値〔 k W h / m 2〕×設置面積〔 m 2〕  

      ×排出係数〔 t - C O 2 / k W h〕  

 

 

 

表 12 航空灯火の LED 化の実施主体及び実施時期等  

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

 航空灯火の電球及び L E D のそれぞれ個別の電力量は集計されていないことから、年間の使用電力

量及び電球・ L E D の設置個数、 L E D 使用による電力削減量の基準から、比例計算により、 C O 2 削減

量を算出する。なお、主たる航空灯火である進入灯・滑走路灯火・誘導路灯火で推計する。  

 

削減量〔 t〕 =航空灯火電球数〔灯〕×電球等１灯あたりの想定平均年間電力量〔 k w h /灯〕  

×（ 1 - L E D 化後の想定消費電力割合）  

 

 

 

表 14 再生可能エネルギー電力利用の実施主体及び実施時期等 

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

 2 0 3 0 年度目標値（ 2 0 1 3 年度比 6 0％削減）の達成に向け設定する。  

 

削減量〔 t〕 = 2 0 3 0 年度目標値達成に必要な温室効果ガス削減量  

－他取組等で削減される温室効果ガス排出量  
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